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１ ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及に向けた取組みについて 

 

ともに生きる社会かながわ憲章（以下、「憲章」という。）の理念の普及

に向けた、令和元年度の取組みについて報告する。 

 

(1) 取組みの方向性 

県内各地域のイベントへの参加や学校での普及啓発など、引き続き市

町村や団体、教育と連携した取組みを進めるとともに、企業や大学とも

連携し、憲章の理念を、より多くの県民に広く深く浸透させ、より一層

の普及を図っていく。 

 

(2) 取組み内容 

ア ともに生きる社会かながわ推進週間の取組み 

  令和元年７月22日から28日までの「ともに生きる社会かながわ推進

週間」において、次の取組みを行う。 

(ｱ) 津久井やまゆり園事件追悼式 

事件によりお亡くなりになった方々に哀悼の意を表するととも

に、このような事件が二度と繰り返されないよう決意を新たに

するため、ご遺族のご理解を得ながら追悼式を実施 

日時 令和元年７月22日（月）13時30分から 

場所 相模女子大学グリーンホール（相模原市南区相模大野） 

内容 黙とう、追悼の辞、献花、憲章の朗読 

(ｲ) ともに生きる社会かながわ推進週間の普及活動 

新聞、タウン誌、ポスターの駅貼りやインターネット広告など、

様々な媒体を活用した集中的な広報を実施 

イ 「みんなあつまれ」の実施 

みんなで同じ体験を共有し、「ともに生きる」ことを体感するイ

ベント「みんなあつまれ」を、地域のイベントと連携して県内７か

所で開催する。 
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ウ 共生社会実現フォーラムの開催 

共生社会の実現に向けて、多様な実践者たちの事例を学びながら、

誰もが行動するための社会を考えるためのフォーラムを開催する。 

日時 令和元年12月15日（日） 

場所 神奈川県庁本庁舎３階 大会議場ほか 

内容 基調講演やパネルディスカッションなどのプログラム、学生

による活動報告、障害福祉サービス事業所の出展、福祉機器

等の展示、表彰式など 

エ 市町村、団体等との連携 

市町村や団体等と連携し、継続性や広がりを持った取組みを県内各

地で展開し、県民に身近な地域で憲章に触れていただく。 

・ 県内で開催される市町村や団体等が主催するイベントとの連携 

・ 「ともに生きる」に関するパネル展示の実施 

   ・ 市町村の広報誌への憲章のＰＲ文の掲載 

オ 県教育委員会との連携 

  県教育委員会との連携を強化し、子どもたちへの憲章の普及を図

る。 

・ 全県立学校で校長等から全校児童・生徒への憲章の説明 

・ 全県立学校で「いのちの授業」を実施 

  

イベント名 開催日 会場（住所） 

みんなあつまれ 

inツナガリウォーク 
４月27日（土） 

山下公園 

（横浜市中区） 

みんなあつまれ 

in大和市民まつり 

５月11日（土） 

12日（日） 

引地台公園 

（大和市） 

みんなあつまれin大船まつり ５月19日（日） 
ＪＲ大船駅東口周辺 

（鎌倉市） 

みんなあつまれ 

in多摩ふれあいまつり 
６月16日（日） 

多摩区総合庁舎 

（川崎市多摩区） 

みんなあつまれ 

inアシガラマルシェ 
10月12日（土） 

未病バレー・ビオトピア 

（大井町） 

みんなあつまれ 

inﾎｯﾁﾎﾟｯﾁﾐｭｰｼﾞｯｸﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ 
10月20日（日） 

日本大通り 

（横浜市中区） 

湘南地域で調整中 秋頃  
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・ 県内すべての児童・生徒を対象とした「いのちの授業」大賞に、 

「ともに生きる社会かながわ憲章の部」を新設 

・ 憲章の理念や障がいを理解するための出前講座の実施 

カ 企業・団体との連携 

企業と連携し、従業員向け研修などを実施する。また、障がい者理

解や体験のコンテンツを持っている企業や団体の情報をポータルサイ

トで発信するとともに、コーディネーターと連携し、イベントへの出

店を希望する障がい者団体とイベント主催者とのマッチング等を行

う。 

キ 大学との連携 

大学の授業などにおいて、憲章についての講義を実施する。また、

憲章の理念に共感した学生とのワークショップを実施し、若者ならで

はの普及に係るアイデア出しや情報発信を行う。 

 

(3) 憲章のさらなる普及（６月補正予算関係） 

従来の取組みだけでは届きにくかった若年層を主要なターゲットとし

た新たな取組みを実施することにより、既存の取組みと合わせて、憲章 

のさらなる普及を図る。 

・ 若年層向けのデザインや動画の作成 

・ ＳＮＳを活用した広報やキャンペーンの実施 

・ ＳＮＳと連動するデザインのチラシやポスターなどの作成 
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２ 「かながわ子どもみらいプラン」の改定について 

 

(1) 改定の概要 

ア 改定の趣旨 

 県では、すべての子どもが健やかに成長することができる社会の実

現をめざし、子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援事

業支援計画」と、次世代育成支援対策推進法に基づく「地域行動計

画」の位置づけを併せ持つ計画として、「かながわ子どもみらいプラ

ン」（以下「プラン」という。）を平成27年３月に策定した。 

現行のプランは、計画期間を５年間(平成27年度から令和元年度ま

で)としているため、現状の課題や県民等の意見・提案を踏まえ、神

奈川県子ども・子育て会議での審議の上、改定を行う。 

イ プランの位置付け 

・ 子ども・子育て支援法第62条第１項に規定された教育・保育及び

地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他子ども・子育

て支援施策の実施に関する計画とする。 

・ 次世代育成支援対策推進法第９条第１項に規定された次世代育成

支援対策の実施に関する計画とする。 

・ 県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、

特定課題に対応した個別計画とする。 

ウ 計画期間 

令和２年度から令和６年度までの５年間とする。 

エ 対象区域 

県内全市町村とする。 

オ 現行プランの主な内容 

次の３つの「めざす将来像」の実現のため、「子どもが生きる力」、

「保護者等が育てる力」、「社会全体が支える力」を充実強化する取

組みを定めている。 

・ 子どもが心豊かにいきいきと自分らしさや可能性を伸ばせる社

会 

・ 子どもを安心して生み育てることができる社会 

・ すべての子どもの育ちや子育て家庭をみんなで応援する社会 
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カ 改定の方向性 

保育所、放課後児童クラブにおける待機児童の発生、児童虐待、子

どもの貧困等、子どもと子育て家庭を取り巻く環境は厳しさを増して

いることから、次の事項を中心にプランを改定し、取組みを継続する。 

(ｱ) 待機児童の解消に向け、女性の就業率の増加や幼児教育・保育の

無償化の影響等による保育ニーズの変化を踏まえ、幼稚園・保育

所・認定こども園等の需給計画を改定する。 

(ｲ) 保育士等の人材確保に向け、新たな需給計画に対応するための

人員確保の方策や資質の向上に関する計画を改定する。 

(ｳ) 小学生の放課後対策ニーズの高まりを踏まえ、新たに放課後児

童クラブの量の見込みと確保方策をプランに位置づける。 

(ｴ) 支援を必要とする子どもを守る体制づくりのため、次の内容に

ついて改定する。 

・ 児童福祉法等の改正を踏まえた、児童虐待防止対策及び社会的

養育の推進に向けた取組み 

・ 「神奈川県子どもの貧困対策推進計画」の改定内容を踏まえた、

子どもの貧困対策のプランへの位置づけ 

 

(2) 今後のスケジュール 

令和元年８月 子ども・子育て会議での審議 

11月 子ども・子育て会議での審議 

12月 第３回県議会定例会厚生常任委員会に改定素案を報告 

改定素案について県民意見募集（パブリック・コメン

ト）を実施 

令和２年２月 第１回県議会定例会厚生常任委員会に改定案を報告 

３月 子ども・子育て会議において改定案を報告 

プランを改定 
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３ 「神奈川県家庭的養護推進計画」の改定について 

 

(1) 改定の概要 

 ア 改定の趣旨 

県では、里親等への委託の推進や児童養護施設等の小規模化・地域分

散化等の家庭的養護を推進するため、平成27年３月に「神奈川県家庭的

養護推進計画」を策定した。 

その後、平成28年の児童福祉法等の改正の理念のもと、平成29年８

月に取りまとめられた「新しい社会的養育ビジョン」で掲げられた取

組を通じて、「家庭養育優先原則」を徹底し、子どもの最善の利益を実

現していくため、令和元年度末までに、「都道府県社会的養育推進計画」

を策定するよう各都道府県等に通知があり、改定を行う。 

イ 計画の位置付け   

・ 「『都道府県社会的養育推進計画』の策定について」（平成30年７

月６日付け厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、同通知で示

された「都道府県社会的養育推進計画策定要領」を踏まえて策定す

る。 

 ・ 県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、

特定課題に対応した個別計画とする。 

ウ 計画期間 

令和２年度から令和11年度までの10年間とし、前期（令和２～６年

度）、後期（令和７～11年度）に区分する。 

エ 対象区域 

県所管域（政令指定都市及び児童相談所設置市を除く。）とする。 

なお、県内政令指定都市及び児童相談所設置市と連携・調整して策

定する。 

オ 現行計画の主な内容 

里親等への委託の推進等の家庭的養護を推進するための取組みにつ

いて、平成27年度から令和11年度までの15年計画として、５年ごとの

重点的な取組みを定めている。 

カ 改定の方向性 

国の「都道府県社会的養育推進計画策定要領」を踏まえ、次の項目

を盛り込んで改定する。 

(ｱ) 県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像 

(ｲ) 当事者である子どもの権利擁護の取組（意見聴取・アドボカシー ） 

(ｳ) 市町村の子ども家庭支援体制の構築等に向けた県の取組 
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(ｴ) 各年度における代替養育を必要とする子ども数の見込み 

(ｵ) 里親等への委託の推進に向けた取組 

(ｶ) パーマネンシー保障としての特別養子縁組等の推進のための支援

体制の構築に向けた取組 

(ｷ) 施設の小規模化かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転 

換に向けた取組 

(ｸ)  一時保護改革に向けた取組 

 (ｹ)  社会的養護自立支援の推進に向けた取組 

(ｺ) 児童相談所の強化等に向けた取組 

 

(2) 今後のスケジュール 

令和元年８月 児童福祉審議会（施設里親部会・権利擁護部会合同開

催）での審議 

12月 第３回県議会定例会厚生常任委員会に改定素案を報

告 

  改定素案について県民意見募集（パブリック・コメン

ト）を実施 

令和２年２月 児童福祉審議会（施設里親部会・権利擁護部会合同開

催）での審議 

第１回県議会定例会厚生常任委員会に改定案を報告 

    ３月 社会福祉審議会において改定計画案を報告 

       計画の改定  
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４ 「神奈川県子どもの貧困対策推進計画」の改定について 

 

(1) 改定の概要 

ア 改定の趣旨 

県では、子どもの貧困対策の推進に関する法律（以下「法」という。） 

に基づく「神奈川県子どもの貧困対策推進計画」（以下「計画」という。）

を平成27年３月に策定した。 

  現行の計画は、計画期間を５年間（平成27年度から令和元年度まで）

としているため、社会的な状況の変化や県民等の意見を踏まえ、改定

を行う。 

イ 計画の位置付け 

・ 法９条に規定された県における子どもの貧困対策についての計画

とする。 

・ 県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、 

特定課題に対応した個別計画とする。 

ウ 計画期間 

  令和２年度から令和６年度までの５年間とする。 

エ 対象区域 

  県内全市町村とする。 

オ 現行計画の主な内容 

    「子供の貧困対策に関する大綱」で定められた４つの「当面の重点

施策」を柱として、関連施策を位置づけ、県として子どもの貧困対策

を総合的に推進する内容としている。 

   ① 教育の支援 

   ② 生活の支援 

   ③ 保護者に対する就労の支援 

   ④ 経済的支援 

カ 改定の方向性 

(ｱ) 社会全体で子どもの貧困対策に取り組む機運の醸成を図るととも

に、行政と民間による協働連携の取組みの強化を行う。 

(ｲ) 子どものライフステージに沿った支援を充実させる。 

(ｳ) 実効性のある取組みを推進する観点から、指標の見直しを行う。 

 

  



- 9 - 

 

(2) 今後のスケジュール 

 令和元年12月 第３回県議会定例会厚生常任委員会に改定素案を報告 

改定素案について県民意見募集（パブリック・コメン

ト）を実施 

令和２年２月 第１回県議会定例会厚生常任委員会に改定案を報告 

    ３月 計画を改定 
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５ 「神奈川県青少年保護育成条例」の一部改正について 

 

(1) 経緯 

スマートフォンの急速な普及により利用状況が大きく変化している青

少年のインターネット対策については、「青少年が安全に安心してインタ

ーネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第79

号）」が平成30年２月に改正・施行されたことに伴い、神奈川県青少年保

護育成条例（以下「条例」という。）も改正・施行し、携帯電話・スマー

トフォンへのフィルタリング設定の徹底強化を図っている。 

一方で、近年、インターネットを通じて青少年が言葉巧みにだまされ

たり、脅かされたりして、自分の下着姿や裸を撮影させられた上、メー

ルやＳＮＳ等で送信させられる、いわゆる「自画撮り被害」の被害児童

数が年々増加傾向にあり、対策を講ずる必要がある。 

このような状況の中で、児童福祉審議会社会環境部会から、「自画撮り

被害」防止のため条例での規制が必要であるとの方向性が示されたこと

を受け、次のとおり条例の改正を検討する。 

 

(2) 改正の方向性 

ア 児童ポルノ等の提供を求める行為への対応 

青少年自身に係る児童ポルノやその電磁的記録その他の記録（以下、

「児童ポルノ等」という。）の製造や提供等の行為は「児童買春、児童

ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律

（平成11年法律第52号）」による処罰の対象となるが、児童ポルノ等を

要求する行為を禁止する規定はなく、画像送信前の要求段階は法規制

の対象外である。 

そのことから、加害行為の抑制と自画撮り被害の未然防止を図るた

め、条例を改正し、青少年自身に係る児童ポルノ等を提供するように

青少年に要求する行為を禁止する規定を追加する。 

イ 罰則規定の改正 

青少年に対し、当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を求めたもの

であって、次のいずれかに該当するものは、罰則を課する。 

(ｱ) 青少年に拒まれたにもかかわらず、当該提供を行うように求めた

者 

(ｲ) 青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させ、又は当該青少年に対

し、対償を供与し、若しくはその供与の約束をする方法により、当

該提供を行うように求めた者 
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(3) 今後のスケジュール 

令和元年９月 第３回県議会定例会に条例改正議案を提出 
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６ 神奈川県立さがみ緑風園将来方向検討委員会の報告について 

 

県立障害者支援施設であるさがみ緑風園について、これまでの検討経過

及び社会環境の変化等を踏まえ、同園が目指すべき方向性について、平成

30年度に外部有識者や利用者等により構成する「神奈川県立さがみ緑風園

将来方向検討委員会」（以下「委員会」という。）を設置し、検討を行った

ので、その概要を報告する。 

 

(1) これまでの検討経過 

・ 平成15年11月 「県立社会福祉施設の将来展望について」 

「中期的には施設の運営主体のあり方を検討すべき施設である。」 

・ 平成26年１月 「県立障害福祉施設等あり方検討委員会報告書」 

「指定管理者制度を導入しても、医療と福祉の連携体制を継続的に

確保し、引き続き医療的ケアが必要な最重度障がい者の受入れや地域

生活支援が可能であれば、指定管理者制度を導入することができる。」 

 

(2) 委員会報告書の概要 

・ さがみ緑風園の機能、規模の見直しとともに、その役割にふさわし

い経営の在り方やコストについて検討する必要性が指摘された。 

・ また、入所者の高齢化と医療的ケアの増加、地域支援事業（通所、

短期入所)の利用ニーズの変化、診療所運営の脆弱性、経営状況等、現

状と課題が指摘された。 

・ これらを踏まえ、今後の方向について、次のとおり提言された。 

ア 県立施設として目指すべき方向 

(ｱ) 介護保険施設及び病院との役割分担 

介護保険施設や病院との役割分担を図り、民間施設では対応困難

な障がい者を受入れるために、対象とすべき利用者像を明確にする

ことが必要である。 

(ｲ) 診療所運営体制の持続性の確保 

対象とすべき利用者像と、必要な施設規模を明確化した上で、そ

の運営に必要な診療所の規模を検討することが必要である。また、

将来にわたり安定的、継続的にサービスを提供できるよう、診療所

と本体施設を一体的に運営する体制とすることが必要である。 

(ｳ) 地域支援に係る相模原市との役割分担 

政令指定都市である相模原市との役割分担について市と協議し、

県立施設としての地域支援の範囲や規模を整理する必要がある。 
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イ さがみ緑風園に期待される役割を果たすために必要な機能 

(ｱ) 入所機能 

民間施設では受入れが困難な、夜間の一定の医療的ケアが必要な

重度障がい者に対応する施設として必要とされる定員規模に縮小し、

良質なサービスを効率的に提供できる体制にするべきである。 

(ｲ) 地域支援機能 

利用者本人の希望に応じて、地域生活への移行に向けた支援にも

取り組み、重度障がい者が地域生活を継続するための拠点施設とし

て機能すべきである。 

また、短期入所は、今後も利用ニーズが見込まれることから、拡

充を図るべきである。 

(ｳ) 施設の運営体制 

民間施設では支援が困難な一定の医療的ケアが必要な重度の障が

い者の受入れ先として果たすべき役割は依然として大きく、県立施

設として運営していく必要がある。 

また、県民から求められる役割を持続的に果たしていくために、

医療機関との強固な連携、本体施設と診療所の一体的運営が確保さ

れることを前提に、民間法人の力を生かした指定管理者制度を導入

するべきである。 

ウ その他の提言 

地域生活への移行支援にも積極的に取り組み、また、介護ロボット

の導入など、先進的な取り組みに積極的にチャレンジし、その効果を

発信することにも取り組んでいくことが期待される。 

 

(3) 報告書を踏まえた県の対応 

   報告書の提言を踏まえ、今後、県としての方針を検討していく。 

 

(4) 今後のスケジュール 

  令和元年８月～ 報告書を受けた県方針案の検討 

      12月  第３回県議会定例会厚生常任委員会に県方針案を報        

          告 

＜別添参考資料＞ 

参考資料 「神奈川県立さがみ緑風園将来方向検討委員会報告書」 

 



- 14 - 

 

参考 

 

１ 神奈川県立さがみ緑風園将来方向検討委員会について 

 

 ア 設置目的 

   さがみ緑風園を取り巻く環境の変化等を踏まえ、その役割・機能を整理し、将来に

わたり安定的に運営を継続していける体制を検討する。 

 イ 検討委員会の委員 

氏 名 役 職 等 

伊藤 崇博 丹沢レジデンシャルホーム施設長 

岸   徹 公認会計士 

鈴木 龍太 鶴巻温泉病院長 

本名  靖 東洋大学ライフデザイン学部生活支援学科教授 

横谷 正人 さがみ緑風園利用者家族会長 

渡邉 詳男 さがみ緑風園利用者自治会長 

（五十音順 敬称略） 

 ウ 開催状況 

  ・ 平成30年７月から平成31年１月までの間に、全７回開催 

  ・ 令和元年５月 委員会報告書の取りまとめ  

 

２ 将来方向検討委員会報告書の概要（障害サービス課要約） 

 

項目 概要 

１ 

さがみ緑風園

の沿革（果た

し て き た 役

割） 

(1) 沿革 

さがみ緑風園は、昭和42年に相模原市高根に定員100名の肢体不

自由者更生施設として開設された。平成15年に現在の相模原市麻溝

台へ新築移転し、主に身体障がい者を対象とする定員160名の障害

者支援施設として運営している。 

(2) 再整備以降のさがみ緑風園が果たしてきた役割 

平成15年の再整備以降、民間の障害者支援施設では対応が困難な

筋萎縮性側索硬化症（ＡⅬＳ）や遷延性意識障がいなどの、常時医

療的ケアが必要な最重度の身体障がい者を受入れるとともに、短期

入所サービスの実施やケアセンターの設置により、地域の身体障が

い者の在宅支援を行ってきた。 
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２  

さがみ緑風園

を取り巻く環

境の変化 

(1) 制度改正等による在宅サービスの拡充 

平成15年度の支援費制度への移行、平成18年度の障害者自立支援

法の施行により、在宅サービスの利用ニーズは大幅に増加するとと

もに、多様な事業者が参入することでサービスの担い手が増え、在

宅支援サービスの拡充が図られた。 

 

(2) 医療機関におけるＡＬＳ、遷延性意識障がいの受入れの拡充 

さがみ緑風園と同様に重度の身体障がい者の方への医療的ケア

を提供している病床としては障害者施設等病棟があり、その病床数

は全国的に増加している。 

また、平成18年度の診療報酬制度の見直しにより、医学的管理の

程度、介護の程度が診療報酬に反映されることとなり、障がい者等

の長期療養を目的とした入院が制度上明確化された。 

 

(3) 介護医療院の創設 

平成30年４月、今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニー

ズに対応するため、新たな介護保険施設として介護医療院が創設さ

れた。 

介護医療院は「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介

護）」を一体的に提供する施設であり、その対象は、主として長期に

わたり療養が必要な要介護者とされているが、さがみ緑風園の利用

者も高齢化が進んでおり、相当数が介護医療院を利用可能と推察さ

れる。 

 

(4) 介護職員による医療的ケア（喀痰吸引等）に係る制度の拡充 

平成24年４月の社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、

喀痰吸引等研修（特定医療行為業務従事者研修）を受けた介護職員

等は、一定の要件の下で喀痰吸引等を実施できることとなった。 

さがみ緑風園では、８割以上の職員が、特定の利用者ごとに実地

研修を修了した者のみが実施可能となる研修を終了し、利用者に対

する経管栄養や滴下・注入を行っている。 

 

(5) 相模原市の政令指定都市移行 

平成22年４月、さがみ緑風園が所在する相模原市が政令指定都市

となり、障がい福祉分野をはじめとした福祉政策について、県と同

等の権限を有することとなった。 
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さがみ緑風園は、50年以上にわたり、相模原市及びその周辺市町

村の障がい者のニーズに対応してきた経過があり、現在、入所者の

４割、ケアセンターの全利用者が、相模原市の支給決定を受けてい

る障がい者である。 

 

(6) 県立障害福祉施設への指定管理者制度の導入 

平成15年に、公の施設の管理運営に指定管理者制度が導入され、

公共サービス分野への競争原理の導入や、民間の専門性やノウハウ

の活用が行われ、経費を節減しつつ住民サービスの質の向上を図る

ことが可能となった。 

本県の障害福祉施設においては、平成17年度に県立津久井やまゆ

り園に指定管理者制度を導入し、これまで、11施設中９施設が指定

管理者制度を導入してきた。 

３ 

さがみ緑風園

の現状と課題 

 

(1) 入所者の高齢化と医療的ケアの増加に伴う課題 

ア 高齢化に伴う医療的ケアの増加 

利用者は、現在、４割が65歳以上となっており、また、医療的

ケアの必要な利用者も増加している。このまま高齢化が進めば、

加齢に伴う医療的ケアの必要量の増加が見込まれる。 

イ 医療的ケアの増加に伴う課題 

利用者の医療的ケアの増加により、看護及び介護職員の支援業

務量が増大し、入所定員に空きが生じても、新規利用者の受入れ

が困難となっている。また、生活施設でありながら、健康維持や

医学的管理のための支援に重きが置かれることとなり、利用者か

らは生活の自由さや豊かさが減少しているとの声がある。 

ウ 職員の支援体制に係る課題 

利用者への医療的ケアに対応するため、８割の職員が特定行為

業務従事者研修を受講しているが、県立施設では県職員としての

人事異動があるため、資格取得者の転出や、転入者の研修受講が

必要になることなど、資格取得職員の確保、定着が困難となって

いる。 

エ 終末期に係る課題 

24時間の看護体制が整っているため、体調の変調があっても施

設内での生活の継続を支援しているが、終末期に入った場合は病

院等に搬送し、同園で「ターミナル」や「看取り」は行っていな

い。こうした状況に対し、一部利用者の御家族から、身体状況が
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悪化する前に、ターミナルケアを行うことができる病院や施設に

移ったほうが、本人にとっても不安がないのではないかとの声も

あり、終末期の支援方法の課題と言える。 

 

(2) 地域支援事業(ケアセンター、短期入所)の利用ニーズの変化 

ケアセンター（通所）は、利用者の全員が相模原市内の一部地域

の方であり、広域的な役割を果たす県立施設として、県が運営する

必要性は薄れてきている。 

短期入所サービスについては、全県から利用者を受け入れてお

り、今後も、一定の需要が見込まれる。また、医療的ケアを必要と

する障がい児の短期入所のニーズが高まっており、受入れ先の確保

が課題となっている。 

 

(3) 診療所運営の脆弱性 

障害者支援施設に診療所を併設し、常勤換算で28名の看護師を配

置の上、24時間の支援体制をとっている。再整備以降、診療所業務

を民間法人に委託してきたが、障害者支援施設に併設された24時間

体制の診療所という特色から、受託できる医療法人等は限られる。

医療的ケアを要する利用者への支援体制確保のため、障害者支援施

設と診療所が一体となって長期的な安定性、継続性を確保していく

ことが課題である。 

 

(4) 経営上の課題 

民間施設では対応が難しい最重度の身体障がい者を受入れ支援

していることから、国の基準以上の職員を配置しており、運営に要

する人件費率が高く、平成29年度決算における経常増減差額は、約

マイナス11億円となっている。 

平成15年の再整備以降、同園を取り巻く環境が大きく変化してき

ており、改めて、役割の見直しとともに、その役割にふさわしい経

営の在り方やコストについても検討することが課題である。 

４ 

今後のさがみ

緑風園の将来

方向について 

(1) 県立施設として目指すべき方向 

ア 介護保険施設及び病院との役割分担 

高齢の障がい者の利用については、介護保険施設との役割分担

を行い、また、医療的ケアが必要な障がい者の利用については病

院との役割分担の検討が必要である。 
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その上で、民間施設では対応困難な障がい者の受入れといった

県立施設としての役割を担うために、対象とすべき利用者の状態

像を明らかにすることが必要である。 

イ 診療所運営体制の持続性の確保 

対象とすべき利用者像と、必要な施設規模を明確化した上で、

診療所の規模を検討することが必要である。また、将来にわたり

安定的、継続的にサービスを提供できるよう、診療所と本体施設

を一体的に運営する体制とすることが必要である。 

ウ 地域支援に係る相模原市との役割分担 

相模原市との役割分担について市と協議し、県立施設としての

地域支援の範囲や規模を整理する必要がある。 

 

(2) さがみ緑風園に期待される役割を果たすために必要な機能 

ア 入所機能 

民間施設では受入れが困難な、一定の医療的ケアが必要な重度

障がい者に対応していくべきである。そのためにも、国の基準に

拠らず、必要な職員配置を行うべきである。 

また、医療人材の確保が円滑にできるよう、医療機関との連携

を充実するとともに、技術を習得した介護職員が長く勤務できる

運営体制とするべきである。 

終末期に入った利用者の医療の必要度に応じて、円滑に病院等

に移行できる体制を整備すべきである。 

さがみ緑風園が対象とすべき利用者の状態像から、必要とされ

る定員規模に縮小し、効率的に良質なサービスを提供できる体制

にするべきである。 

イ 地域支援機能 

短期入所サービスは、利用ニーズが見込まれることから、拡充

を図り、医療的ケアが必要な障がい児の受入れもできるよう支援

体制を整備し、積極的に受け入れていくべきである。 

ケアセンター機能については、廃止する方向で相模原市と協議

を進めるべきである。 

また、本人の希望に応じて、地域生活への移行に向けた支援に

も取り組み、重度障がい者が地域生活を継続するための拠点施設

として機能すべきであり、その機能を発揮するために、民間施設

は地域の社会資源との役割分担と連携強化が必要である。 

ウ 施設の運営体制 
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民間施設では支援が困難な一定の医療的ケアが必要な重度の

障がい者の受入れ先として果たすべき役割は依然として大きく、

県立施設として運営していく必要がある。 

また、県民から求められる役割を持続的に果たしていくため

に、医療機関との強固な連携、本体施設と診療所の一体的運営が

確保されることを前提に、民間法人の力を生かした指定管理者制

度を導入するべきである。 

なお、県においては、本報告書に対する相模原市の意見を聴取

し、協議する必要があることを付記する。 

５ 

その他の提言 

 

地域生活への移行支援にも積極的に取り組み、また、介護ロボット

の導入など、先進的な取組に積極的にチャレンジし、その効果を発信

することにも取り組んでいくことを期待したい。 

将来的に必要な施設規模に縮小する場合、空きスペースの活用の

様々な可能性について、柔軟に検討されたい。 
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７ 津久井やまゆり園の再生について 

 

(1) 利用者が安心して安全に生活できる場の確保 

ア 津久井やまゆり園千木良園舎（仮称）における取組状況 

(ｱ) 除却工事 

期  間 ： 平成30年３月～31年３月 

内  容 ： 居住棟、渡り廊下及び作業棟の除却 

実施状況 ： 平成31年３月に完了 

(ｲ) 新築及び改修工事設計業務 

期  間 ： 平成30年３月～令和元年６月 

内  容 ： 新築及び改修工事に係る基本設計、実施設計 

実施状況 ： 令和元年６月下旬に完了予定 

    (ｳ) 鎮魂のモニュメントの整備 

     ご遺族などから幅広く意見を聴きながら、事件で命を奪われた利

用者への鎮魂のモニュメントを整備 

イ 津久井やまゆり園芹が谷園舎（仮称）における取組状況 

(ｱ) アドバイザリー業務委託等 

期  間 ： 平成30年６月～令和２年１月 

内  容 ： 民間活力を活用した「維持管理を含む設計施工一括

発注方式」による施設整備に向け、専門的な知識を

有するものから助言を受けるため、アドバイザリー

業務を委託 

実施状況 ： 平成 31年２月 12日、事業実施方針や業務要求水準

書（案）等を公表し、民間事業者の本事業に対する

理解を深め、本事業への参加に係る検討を容易にす

るため民間事業者と対話を実施 

 令和元年７月、落札者決定基準について学識経験者

から意見聴取し、入札公告に向け準備の予定 

事業実施方針 ・事業に関する事項 

（事業範囲、事業期間、事業スケジュール等） 

・事業者の募集及び選定に関する事項 

（参加資格要件、応募手続き、審査方法等）などを規定 

業務要求水準書 ・施設整備に関する業務要求水準 

（建築物の性能や設計施工の実施基準等） 

・維持管理に関する業務要求水準 

（保守点検業務や修繕業務の内容等）などを規定 
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落札者決定基準 ・総合評価方式による入札で落札者を決定する基準 

（評価項目、配点、総合評価の方法）などを規定 

そ の 他 ： 令和元年６月23日、地域住民に向けた、施設整備に

関する説明会を開催 

 

ウ 施設規模の判断について 

(ｱ) 基本的な考え方 

・ 津久井やまゆり園再生基本構想（以下「再生基本構想」という。）

に基づき、すべての利用者の居室数の確保を前提とし、千木良地

域、芹が谷地域合わせて132人分の居室を確保し、意思決定支援の

進行に伴う利用者の選択の傾向を踏まえた上で、施設規模を判断

する。 

・ 県は、現時点での意思決定支援チームにおける利用者一人ひと

りの意思決定支援の状況から、利用者の選択の傾向を整理した上

で、千木良地域、芹が谷地域、それぞれの施設規模を判断する。 

(ｲ) 具体的な取組み 

・ 利用者の日常生活の様子やご家族等からの聞き取りにより、意

思決定支援チームが把握した情報に基づき、利用者一人ひとりが、

どのような暮らし、どのような支援を望んでいるか、①ご本人の

暮らしの豊かさ、②安心して暮らす上で大切なこと、③大切な方々

とのつながりなどをポイントに、利用者の選択の傾向について整

理した。 

(ｳ) 施設規模の判断 

・ 現時点において、利用者の選択の傾向に大幅な偏りがないこと

から、施設規模は、千木良地域66人、芹が谷地域66人とする。 

(ｴ) 家族への説明 

・ 家族に向けた説明を６月８日に実施した。 

(ｵ) その他 

・ 施設規模決定後も、意思決定支援チームが、引き続き、本人を

中心に丁寧に時間をかけて、利用者一人ひとりの意思決定支援を

継続し、令和２年度の下半期に具体的な入所先の検討を行う。 

エ 防犯対策の考え方 

・ 津久井やまゆり園事件検証報告書を踏まえ、防犯ガラスの取付け

や、警備会社と連動したセンサー付防犯カメラ、周囲に異常を知ら

せる防犯ブザーなど、必要な防犯設備を整備した上で、警察とも日

頃から十分な連携を推進する。 
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・ 安全対策と地域交流を両立させるため、居住ゾーンと交流ゾーン

を整理するとともに、来訪者用の入口・受付を明示し、外部からの

人の出入を確認することや、特に夜間における出入口の制限など動

線管理を徹底する。 

・ 警備会社や防犯に関する専門団体等から意見を聴取し、設計内容

に反映させる。 

オ 施設整備のスケジュール 

令和３年度中にすべての利用者の入所が完了するよう、次のスケジ

ュールで施設を整備する。 

(ｱ) 津久井やまゆり園千木良園舎（仮称） 

平成30年３月～31年３月   除却工事の実施 

～令和元年６月 新築及び改修工事に係る基本設計、

実施設計の実施 

令和元年度～令和３年度   新築及び改修工事の実施 

(ｲ) 津久井やまゆり園芹が谷園舎（仮称） 

平成30年度～令和元年度   アドバイザリー業務委託の実施 

令和元年度～令和３年度   維持管理を含む設計施工一括発注

方式による施設整備事業の実施 

カ 施設の名称 

(ｱ) 施設整備後の施設名称 

津久井やまゆり園

千木良園舎（仮称） 

「津久井やまゆり園」とする方向で調整す

る。 

津久井やまゆり園

芹が谷園舎（仮称） 

応募のあった名称（755件）の中から、選定手

続きを進める。  

(ｲ) 名称公募の実績 

公募期間 平成31年３月19日～令和元年５月10日 

応募総数 755件 

(ｳ) 芹が谷園舎（仮称）に係る施設名称の決定スケジュール 

令和元年５月～７月 選定作業 

８月    名称選定・名称（案）発表 

11月    第３回県議会定例会に「県立の障害者支援

施設に関する条例」改正議案を提出 

キ 施設の指定管理 

(ｱ) 指定管理の考え方 

・ 再生基本構想に基づき千木良地域及び芹が谷地域の施設は県立

施設とし、運営については、引き続き指定管理とする。 
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・ 利用者の安定的な生活を支援するとともに、意思決定支援にお

ける偏りのない選択を担保するため、現在の指定管理期間である

令和６年度までの間は、芹が谷地域の施設についても、現指定管

理者である社会福祉法人かながわ共同会を指定管理者とする方

向で調整する。 

・ 指定に向け、専門的な支援の実施や職員の確保など、施設の運

営に適した能力を備えているか確認し、調整を進める。 

(ｲ) 芹が谷園舎（仮称）に係る指定管理に向けたスケジュール 

令和元年９月 指定管理施設の募集条件（案）（公募・非公募を含

む）の報告 

11月 第３回県議会定例会に「県立の障害者支援施設に

関する条例」改正議案を提出 

令和２年１月 条例施行規則について県民意見募集（パブリッ

ク・コメント）を実施 

４月 指定管理者の募集（申請）開始 

令和３年度  新たな指定期間の開始 

 

(2) 利用者の意思決定支援及び地域生活移行の促進 

ア 利用者の意思決定支援 

・ 平成30年末までに、意思決定支援の対象となる123名全員の意思決

定支援を開始した。 

・ 利用者一人ひとりが、どのような暮らし、どのような支援を望む

のか、自らの意思が反映された生活を送ることができるよう、利用

者ごとに意思決定を支援する。 

・ 日中活動の充実やグループホームの体験・見学に取り組み、その

記録を重ね、丁寧にアセスメントを進め、暮らしのあり方や居住の

場の選択の方向性を検討する。 

・ 意思決定支援の実践的なマニュアル及び手引き、取組成果や効果、

課題等を取りまとめた報告書を作成し、意思決定支援の普及啓発に

向けた準備をする。 

イ 地域生活移行の促進 

・ 意思決定支援を通じて、地域での生活を希望する意思が示された

場合、地域生活移行に向けた支援を積極的に実施する。 

・ グループホームの整備費や人件費に係る補助事業等を活用し、地

域生活移行のための体制整備を支援する。 
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